
 

社会復帰促進等事業費の推移（平成17年度予算～平成30年度予算）

○直近過去３ヵ年の社会復帰促進等事業費の推移は以下のとおり。
　・平成２８年度予算では、熊本地震による復旧対応で補正予算を追加計上しており、2次補正後予算で651億円（対前年度▲23億円減）を計上。
　・平成２９年度予算では、「ニッポン一億総活躍プラン」及び「日本再興戦略」等の経費として698億円（対前年度（当初）＋51億円増）を計上。
　・平成３０年度予算では、「働き方改革実行計画」等に基づく経費として753億円（対前年度＋55億円増）を計上。
○各事業について、ＰＤＣＡサイクルによる不断の見直しを行い、無駄の削減・効率化を図る取組を継続していく。

（参考）
1　社会復帰促進等事業（旧労働福祉事業）の見直し
　・「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において、労働福祉事業に係る廃止も含めた徹底的な見直しが示されたことを踏まえ、平成21年度予算までに平成17年度予算
　　（1,222億円）の4分の1（▲305億円）を削減し、917億円とすることを目標設定とした。

２　平成25年度予算までの状況
　・平成21年度当初予算額では、行政支出総点検会議等の指摘を踏まえ、902億円を計上し、当初の目標である917億円を達成した。
　・以降、平成22年度予算では818億円（対前年度（当初）▲84億円減）、平成23年度は当初予算で764億円（対前年度▲54億円減）、平成24年度予算では738億円（対前年度（当初）
　　▲26億円減）、平成25年度予算では673億円（対前年度▲65億円減）と、引き続き削減を実施した。
　　　なお、平成23年度においては、東日本大震災等の対応により未払賃金立替払事業費等の経費として約192億円を補正で追加計上したため、3次補正後予算額では956億円（対前年度
　　＋138億円増）となっている。
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単位（億円）
補正予算計上分（21年度、23年度、28年度）

社会復帰促進等事業（うち未払賃金立替払事業分）

社会復帰促進等事業

976億円 956億円

818億円

当初

902

立替払

（補正後）

258

目標額

９１７億円

立替払

（補正後）

336

当初

764

1,222億円

1,111億円

999億円 969億円

738億円

673億円 684億円 674億円 651億円

削減額(対17’比) 

246億円

目標達成率

81％

１次補正後

対前年度

比較増減額

138億円

３次補正後

削減額(対17’比)

111億円

目標達成率

36％

削減額(対17’比)

223億円

目標達成率

73％

削減額(対17’比)

253億円

目標達成率

83％

削減額(対17’比)

320億円

目標達成率

105％

対前年度

比較増減額

▲84億円

対前年度

比較増減額

▲54億円

対前年度

比較増減額

▲26億円

対前年度

比較増減額

▲65億円

対前年度

比較増減額

11億円

対前年度

比較増減額

▲10億円

対前年度

比較増減額

▲27億円

対前年度

比較増減額

51億円

698億円

当初

647

対前年度

比較増減額

▲23億円

２次補正後

753億円

対前年度

比較増減額

55億円
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